
◆推奨事業メニュー枠 （単位：千円）

1

①食料品の物価高騰に対
する特別加算
④消費下支え等を通じた生
活者支援

R8物価高騰対策事業
（かすみエール生活応
援商品券事業）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の負担を軽減するため、地域商品券を配付し、市民や事業者の支援を行う
②5千円分の地域商品券を配付する事業費
③200,000千円
【内訳】商品券交付金　200,000千円（人口40,000人×商品券5,000円）　※使用期間5/1～10/31
④市民及び市内事業者

R8.4 R9.3 200,000 200,000        

2
④消費下支え等を通じた生
活者支援

R8物価高騰対策事業
（上水道基本料金減免
事業）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰による市民及び事業者への負担軽減を図るため、上水道の基本料金を減免（公共施設分を除
く）する。
②上水道基本料金
③136,089千円
（上水道基本料金1,650円×16,506件×5ヶ月(R8.4～8)）-585,750円（公共施設分）+通知用封筒500,000円
④市民及び市内事業者

R8.4 R9.3 136,089    136,089        

3

①食料品の物価高騰に対
する特別加算
③物価高騰に伴う子育て世
帯支援

R8物価高騰対策事業
（公立中学校給食費臨
時的無償化）

①物価高騰による中学校の保護者の負担軽減を図るため、学校給食費等（教職員分を除く）を臨時的に無償化する。
②公立の中学校に通う生徒の学校給食費（教職員分を除く）及び物価高騰に係る食料費の市負担分（教職員分を除く）
③63,360千円
　（給食費4,600円＋物価高騰に係る食料費の市負担分1,400円）×生徒960人×11か月
④市民（公立中学校の生徒の保護者）

R8.4 R9.3 63,360      43,254         

4
③物価高騰に伴う子育て世
帯支援

R8物価高騰対策事業
（第1子保育料臨時的
無償化）

①物価高騰による子育て世帯の負担軽減を図るため、保育認定を受けて認可保育施設を利用する0歳児から2歳児までの第1子の保育
料を臨時的に無償化する。
②保育認定を受けて認可保育施設を利用する0歳児から2歳児までの第1子の保育料
③51,051千円
　【内訳】市立保育所保育料　　　　　1,958千円（5人×12か月）
　　　　 　民間保育所保育料　　　　30,971千円（82人×12か月）
　　　　 　認定こども園保育料　　　16,406千円（45人×12か月）
　　　　 　地域型保育事業保育料　　 1,716千円（5人×12か月）
④市民（保育認定を受けて認可保育施設を利用する0歳児から2歳児までの第1子の保護者）

R8.4 R9.3 51,051      18,122         

5
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

R8物価高騰対策事業
（保育緊急対策事業補
助金（民間保育所）)

➀物価高騰・賃上げにより、保育士等の確保が困難となっている状況に鑑み、市内の民間保育所等に対し、人件費の上乗せに係る経費
の補助を行う。
②常勤保育士等の雇用に要する人件費の上乗せに係る経費
③15,000円（月額上限額）×12か月×40人
④市内民間保育所

R8.4 R9.3 7,200       7,200           

6
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

R8物価高騰対策事業
（保育緊急対策事業補
助金（認定こども園）)

➀物価高騰・賃上げにより、保育士等の確保が困難となっている状況に鑑み、市内の認定こども園に対し、人件費の上乗せに係る経費
の補助を行う。
②常勤保育士等の雇用に要する人件費の上乗せに係る経費
③15,000円（月額上限額）×12か月×55人
④市内認定こども園

R8.4 R9.3 9,900       9,900           

7
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

R8物価高騰対策事業
（保育緊急対策事業補
助金（地域型保育）)

➀物価高騰・賃上げにより、保育士等の確保が困難となっている状況に鑑み、市内の地域型保育事業を行う事業者に対し、人件費の上
乗せに係る経費の補助を行う。
②常勤保育士等の雇用に要する人件費の上乗せに係る経費
③15,000円（月額上限額）×12か月×4人
④市内地域型保育事業者

R8.4 R9.3 720          720              

8
④消費下支え等を通じた生
活者支援

R8物価高騰対策事業
（上水道基本料金減免
事業）（追加分）

①中東情勢を踏まえたエネルギー・食料品価格等の物価高騰による市民及び事業者への負担軽減を図るため、上水道の基本料金を減
免（公共施設分を除く）する。
②上水道基本料金
③27,712千円
（上水道基本料金1,650円×16,489件(公共施設分除き)×1ヶ月(R8.11)）＋システム改修費504,900円
④市民及び市内事業者

R8.9 R9.3 27,712      18,591         

496,032    433,876        合　計

令和8年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（かすみがうら市）
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